
 

(18) 地方独立行政法人 鳥取県産業技術センター経営状況報告書 

 

 法人の概要 

  １ 名     称  地方独立行政法人 鳥取県産業技術センター 

  ２ 目     的  産業技術に関する試験研究及びその成果の普及を推進するとともに、

ものづくり分野における技術支援、人材育成等を積極的に展開すること

により、鳥取県の産業活力の強化を図り、経済の発展及び県民生活の向

上に寄与することを目的とする。 

  ３ 設立許可年月日  平成１９年３月２６日 

  ４ 設立登記年月日  平成１９年４月１日 

  ５ 基 本 財 産  資 本 金      ３，２５４，７２９，３２０円 

鳥取県現物出資 ３，２５４，７２９，３２０円 

  ６ 役     員  理  事  ４人   監  事  １人 

                       理 事 長    高 橋 紀 子 

               理  事  三王寺 由 道 

               〃    木 村 伸 一 

               〃        智 子 

                 監  事  池 原 浩 一（公認会計士） 

  ７ 職     員  ４７人（うち県派遣職員 ９人） 

  ８ 事 務 所  鳥取施設（主たる事務所） 鳥取市若葉台南七丁目１番１号 

                          米子施設            米子市日下１２４７番地 

             境港施設         境港市中野町２０３２番地３ 

 

-142-



 令和３年度事業実施状況 

第１ 県民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する事項 

１ 県内企業の製造技術・品質向上、新技術開発への技術支援 

(1) 技術的課題解決のための技術相談 

・ 日常的な技術相談はもとより、ものづくりから食品までの幅広い分野での研究開発、

品質管理、製造技術等の多様な技術課題に対して、機器利用、依頼試験、人材育成等支

援メニューを提供したほか、必要に応じて他機関とも連携し、課題解決に向けた継続

的な支援、現地支援等を実施した。 

・ 令和３年度の技術相談対応件数は５，２２３件（R2 年度：6,297 件）。新型コロナウ

イルス感染症対策のため、来所や企業訪問による件数が減ったが、メール、電話、Ｗｅ

ｂ会議等により対応した。相談内容は研究開発や品質管理が多く、次いで製造技術、ク

レーム対応、商品開発等に関するものが多かった。 

・ 県内企業への企業訪問は、７４６件（R2 年度：641 件）。新型コロナウイルス感染症

が感染急拡大した令和３年７～９月及び令和４年１～２月は県内出張を自粛したが、

それ以外の期間は感染防止策を講じた上で積極的に企業訪問を実施した結果、前年度

比で１６％増加した。また、Ｗｅｂ会議システムの活用など工夫しながら、企業からの

技術相談や課題抽出、研究開発打合せ、技術支援等を滞ることなく実施した。 

・ 特に、センターの第４期計画の重点分野「生産性向上を目指したＡＩ・ＩｏＴ・ロボ

ット技術分野」、「次世代自動車分野」、「豊富な水産資源を活用した高付加価値食品

分野」については、企業訪問により現状とニーズを再確認しながら、課題を抽出し、セ

ンター業務へ反映させた。 

(2) 製品の品質安定化・性能評価、新技術開発のための機器利用、依頼試験・分析 

・ 新たな規格に対応した試験や部品・製品の高精度な測定評価が可能な最新機器の導

入等により、研究開発や製品評価等の試験環境を充実し、県内企業の技術課題への対

応力強化を図った。 

・ コロナ禍の状況ではあったが、機器利用は４，２１１件（R2 年度:4,550 件）、依頼

試験・分析は１，５３４件（R2 年度:1,608 件）、合わせて５，７４５件と､多くの企業

が品質評価やクレーム対応、製品開発のため、センターの保有機器・設備等を利用され

た。令和３年度は、新型コロナウイルス感染症の感染拡大に伴い県外企業の当センタ

ー利用を長期間（R3.12～R4.1 を除く全期間）制限し、関西広域連合地域内企業の機

器利用件数は令和２年度に引き続き大幅に減少した一方で、関西広域連合地域内の企

業の依頼試験件数は、前年度比約４４０％増加しており、機器利用を依頼試験に代替

するなどコロナ禍でサービス低下しないよう努めた。 
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・ 小規模事業者減免制度（県補助により機器使用料及び依頼試験手数料の１／２の減

免）により小規模事業者の技術力向上を支援した。 

【登録企業累計数】Ｒ３年度末２３７社（R2 年度末:229 社） 

【Ｒ３年度利用状況】１，１２６件（内訳：機器利用７０５件、依頼試験４２１件） 

・ 老朽化した保有機器のうち企業ニーズの高い、最新機器を外部資金等も活用して導

入した。 

【ＪＫＡ補助金】電子顕微鏡：３７，５６５千円、材料強度試験機：２０，２４０千円 

【目的積立金】サンシャインウェザメーター等：２４，６３５千円 

・ 耐用年数が１０年以上経過し老朽化した５００万円以下の５機器を更新した。 

(3) 新事業の創出、新分野進出のための支援 

・ 新事業創出を目指す県内企業に対する技術情報や起業化支援室の提供に加え、新事

業のシーズ発見の場となる研究会の充実、高度で研究開発要素の高い技術課題解決の

ための共同研究等に企業と取り組むなど、事業化に向けた複合的支援を行った。 

・ 起業化支援室の利用状況は、２０社（鳥取施設３、米子施設１３、境港施設４）であ

り、令和３年度中に事業計画を達成して事業所開設などにより退去した企業はなかっ

た。 

・ 実践形式の研修会や個別指導支援等を行い、県内企業の新たな事業化に向けた取り

組みに発展し、製品化や実用化に結びつく支援（「ＡＩ・ＩｏＴ・ロボット導入実証支

援プロジェクト事業」、「次世代自動車関連技術研究会事業」、「鳥取県水産加工技術

研修事業」等）を行った。 

(4) 生産性向上のためのＡＩ・ＩｏＴ・ロボット等先端技術の実装支援 

・ ＡＩ・ＩｏＴ・ロボット等先端技術については、研修会を多数行い、専門知識を有す

る企業技術者を積極的に育成し、生産性向上に取り組む企業を増加させる支援を行っ

た。 

・ 令和元年度に整備した“とっとりロボットハブ”を実装支援拠点として製造現場に

導入し活用を可能とするための企業技術者の人材育成を実施するとともに、様々な分

野への導入を目指す研究開発を行った。 

・ 企業の個別課題に対応するオーダーメイド型の人材育成事業や技術相談を通じた複 

数の企業への技術移転が実現した。 

(5) グローバル需要獲得のための支援 

・ コロナ禍で県内企業の海外展開が容易ではない中、連携機関への紹介や、特許、ＰＣ

Ｔ（特許協力条約に基づく国際出願）の共同出願など、県内企業のグローバル化に向け

た活動を支援した。 

・ ＨＡＣＣＰ（ハサップ）の制度化に伴い、制度説明講習会を行うとともに、企業ニー
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ズに応じたＨＡＣＣＰによる衛生管理手法の検討・認証取得支援を実施した。 

２ 鳥取県の経済・産業の発展に資する研究開発 

(1) 企業の収益力向上を目指す実用化研究（短期的視点での研究） 

(2) 未来の経済・産業発展に貢献する基盤的研究（中長期的視点での研究） 

・ センターにおける研究は、県内産業の状況や技術動向を踏まえ、研究評価委員会の

評価を経て、出口を見据え、県内企業での事業化を目指す３０テーマを実施し、その

うち１６テーマで独自技術が確立し、企業への技術移転、特許出願研究のステップア

ップ等につながった。 

・ 企業への技術移転は、計１７件あり、研究成果によるもの１０件、技術課題解決に

よるもの２件、人材育成によるもの５件であった。 

・ 完了した研究の成果は、企業訪問、技術相談、人材育成等によって普及を図った。 

 (3) 知的財産権の積極的な取得と成果の普及 

・ 独自研究や共同研究等で生まれた有益な成果の権利化を行い、特許８件を出願し、

過年度に出願していた特許４件を登録した。また、保有する知的財産権について４１

件（うち新規７件）の実施許諾を行うとともに県内外で情報発信を行った。 

・ 県内外の研究成果発表会等を通して、保有する特許情報の発信を行った。 

３ 鳥取県で活躍する産業人材の育成 

・ 県内企業の技術課題等を解決するため、重点分野であるＡＩ・ＩｏＴ・ロボット、次 

世代自動車分野をはじめ、電気、機械、食品、地域産業（和紙、日本酒）といった基盤 

的産業分野の品質技術、分析技術、商品開発等の幅広い専門分野の技術研修を行うとと 

もに企業の個別課題に対応するオーダーメイド型人材育成事業を実施した（参加企業  

４０２社、参加者５７０人、中上級育成者１２２人）。 

・ 人材育成事業をはじめ複数の研究会事業が、センターの要素技術や研究開発の成果が 

県内企業に普及及び活用する機会として有効に機能し、技術移転へとつながった。 

４ 県内外機関との連携支援体制の構築 

・ 産業技術総合研究所との共同研究において、センター主導で独自技術を開発し、特許 

出願につながった。 

・ 鳥取県産業振興機構と中小企業基盤整備機構と連携し、外部専門家を交えた検討会等

を主導的に行い、事業化へ向けての企業課題を明確にしたことで、国の戦略的基盤技術

高度化支援事業（サポイン事業）への応募・獲得へとつながった。 

・ 鳥取県産業振興機構・鳥取県信用保証協会・鳥取県産業技術センターの３機関が連携

し、企業支援を行うための検討会や合同企業訪問等の活動を行い、企業と共同で競争的

外部資金の獲得やトライアル発注対象品への登録、特許出願等の成果が得られた。 

５ 積極的な情報発信、広報活動 
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・ 「とっとり技術ニュース」をリニューアルし、年４回発行するなど、センターの重点 

分野や企業への技術移転の成果について積極的に情報提供を行った。 

・ センターの活動状況や情報を一般の方々へわかりやすく伝えるため、センターの

facebook を開設した。 

・ センター研究成果発表会をＷｅｂ開催し、多くの参加者にセンターの研究成果を発信 

したほか、ホームページ、メールマガジン、ケーブルテレビ、プレスリリース等の媒体 

を活用し、センターの研究成果や保有する知的財産などの独自技術等について、県内外 

の企業等へ情報発信を行った。 

第２ 業務運営の改善及び効率化に関する事項 

１ 機動性の高い業務運営 

・ 本部及び３研究所との定期的な情報交換等や研究所横断的プロジェクトを実施するな

ど機動性の高い業務運営に努めた。 

・ 「経営企画委員会」を開催し、第４期中に取り組む重点分野、研究テーマ、企業支援、

組織体制等について、センター活動の進捗を点検しながら運営を行った。 

・ 令和２年度に創設した「産業技術センターエグゼクティブアドバイザー事業」におい

て、外部専門家の助言を得ながら研究所業務を推進した。 

・ 地方独立行政法人会計にマッチした財務会計システム、人事給与システムを整備し、

財務会計処理・給与管理・人事管理等の業務効率化、職員の負担軽減を実現するととも

に、会計処理等に係るチェック機能の強化を図った。 

２ 職員の意欲向上と能力発揮 

・ 企業等からの多様な技術課題、今までにない新しい技術分野等の相談に対応する職員

の技術支援能力を向上させるために、独自の技術研修事業を行った。 

・ 職員の能力発揮・成長を目指した人材育成を効果的かつ計画的に進めるため、令和３

年３月に策定した人材育成基本方針に基づき、研究職員人事評価要領や昇任の考え方（基

準）を策定し、人事評価、能力開発、任用の人材育成の一連のサイクルを完成させた。 

・ 職員の技術支援能力や研究開発能力の向上につながる活動として、県、鳥取県産業振

興機構、団体、教育関係機関など合計３４件の審査会等に審査員として出席し、技術面

からの提言を行った。 

・ 専門的知識や技術を習得するために、産業技術総合研究所等が実施する技術研修等に

職員を派遣した。また、鳥取県人材開発センターが実施する県職員研修にも職員を参加

させ、職員の能力開発に努めた。 

・ 職員の能力発揮に努めた結果、外部機関から３名の職員が表彰を受けることができた。 

第３ 財務内容の改善に関する事項 

１ 予算の効率的運用 
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・ 地方独立行政法人会計に対応した会計システムの導入、機器利用・依頼試験の事務処

理と会計事務処理を一元処理できる独自システムを構築し、業務運営の効率と経費の削

減につなげた。 

・ 業務の効率的な運営により確保した剰余金は、計画的にセンターの機能維持のための

施設・機器整備に活用した。 

２ 自己収入の確保 

・ 新型コロナウイルス感染症拡大に伴う企業活動の停滞や県外企業や機器利用・依頼試 

験の利用制限の影響のため、機器利用料、依頼試験手数料等の事業収入が減収となった。 

・ 外部研究資金獲得へ積極的に応募した結果、１３件を新規に獲得した（受託研究：な

し、競争的資金３テーマ、共同研究：８テーマ、機器整備：２件、受託事業：３件）。 

３ 提供サービス向上に向けた剰余金の有効活用（剰余金の使途） 

・ 業務の効率的な運営により確保した剰余金は、計画的にセンターの機能維持のための

施設・機器整備に活用することとしており、企業からの要望が高い試験研究機器等の整

備費（４６，１０３千円）に充当した。 

第４ その他業務運営に関する重要事項 

１ 内部統制システムの構築と適切な運用 

(1) 法人運営における内部統制の強化 

・ 令和元年６月に制定した内部統制推進規程に基づき、「内部統制推進本部」を２回

開催し、業務の適正を確保するための取組に必要な各種規程（センター内部監査規程

など）を制定し、さらなる推進体制の整備を図った。なお、令和３年度から内部監査

担当職員を配置して、「外部資金研究事業監査」、「会計監査」を実施し、これらの

業務における法令等の遵守、政策で経済的、効率的な業務執行の確保を図った。 

(2) 法令遵守及び社会貢献 

・ 安全衛生委員会、情報ネットワーク委員会等の各種委員会による管理体制を整え、

各種法令の遵守徹底と必要な規則改訂等を行った。 

・ 学生の研究・実験の支援や施設見学受入れ、インターンシップ受入れ等を通し社会

貢献を行った。 

・ コンプライアンス（研究倫理）職員研修会を実施した（R3.12）。 

(3) 情報セキュリティ管理と情報公開の徹底 

・ 情報の流出、漏洩、改ざん、破壊、障害等の情報資産の侵害の防止するため、令和

２年８月に制定した「情報セキュリティポリシー」とともに、情報セキュリティ研修、

情報セキュリティの取組、遵守状況の点検・調査等を実施した。 

・ ホームページ等を通して、定款・中期計画、業務実績・財務諸表のほか、業務運営

等の規則・規程等、当センターの事業内容や組織運営状況について情報を公開した。 
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(4) 労働安全衛生管理の徹底 

・ 職員が心身共に安全で快適な試験研究環境において業務に従事できるよう、嘱託保

健師による定期的な「心とからだの健康相談」や職員のストレスチェックを定期的に

各研究所で実施するとともに、ハラスメント防止に関する規定を整備し、苦情相談等

の適切な措置対応を定め、良好な職場環境、働きやすい職場づくりを推進した。また、

作業環境測定、化学物質のリスクアセスメント、避難訓練等を実施した。 

・ ３研究所でそれぞれ労働安全衛生関係法令等を遵守した労働安全衛生管理を行い、

２名の外部産業医による職場巡視を年２回行ったほか、嘱託保健師による職場点検を

各所で２回ずつ実施し、職場環境の改善に取り組んだ。 

２ 環境負荷の低減と環境保全の促進 

・ テレビ会議システムの利活用の定着化やオンライン講習会等でのペーパーレス化を徹

底し、コピー用紙を大幅に削減（対 R 元年度△18％）し、環境負荷の低減と環境保全の

促進を推進した。 

・ 各研究所の施設照明のＬＥＤ化を継続し、節電を徹底することで使用電力量を削減（対 

独法化時点（H19）より△35％）した。 

・ エコマーク商品の購入、コピー用紙の両面利用等により環境負荷低減を行った。 

３ 災害等緊急事態への対応 

・ 令和３年度は災害や事故等の緊急事態の発生を想定したＢＣＰへの対応として、初動対

応後に復旧に向けて災害対策本部を設置することや備蓄資機材リストを追加する改定を行

うとともに、必要な備蓄資機材の整備を行った。また、新型コロナウイルス感染症予防対

策として職員やセンター来所者、入居企業の感染防止策の周知徹底のほか、ＢＣＰの観点

から同一グループ職員の配席を分散化施設内で感染者が発生した場合の除染対応マニュア

ルの作成や消毒資材の保管等、緊急事態に対し適切な対応を行った。 

第５ その他設立団体の規則で定める業務運営に関する事項 

１ 施設及び設備に関する計画 

・ 当センターの技術支援機能の維持・向上のため、施設設備の整備及び修繕を行い、利

用者の安全確保と利便性の向上に取り組んだ。 

・ 老朽化した保有機器については、施設の有効利用などのため外部資金及び独自財源に

より計画的に更新や処分を行った。 

２ 人事に関する計画 

・ 産業技術動向や企業ニーズに即した技術課題への対応に向けて、限られた人員・体制

の中で、研究開発や県内企業の製品開発などを効率的・機動的に支援するため、戦略的

な職員配置や研究職員の採用、退職者や技術スタッフの任用等、適切な人員配置を行っ
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た。 

・ 経験豊富な技術スタッフ１２名の配置により円滑な業務運営（機器利用、依頼試験や

研究補助）を行った。 
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金　額 備　考

円 

経常費用　（ａ） 818,081,552 

１　業務費 495,360,652 

　(1) 研究業務費 57,469,237 

　(2) 技術支援業務費 114,300,132 

　(3) 受託研究費 4,503,408 

　(4) 受託事業費 6,366,130 

　(5) 業務部門人件費 285,106,692 

　(6) 賃金等 27,615,053 

２　管理費 322,720,900 

　(1) 役員人件費 12,124,352 

　(2) 管理部門人件費 65,155,231 

　(3) 賃金等 22,971,512 

　(4) 退職給付費用 3,334,110 

　(5) 管理運営費 219,135,695 

経常収益　（ｂ） 901,824,299 

１　運営費交付金収益 758,220,347 

　(1) 県運営費交付金 758,220,347 

　２　試験・分析手数料収益 6,786,700 

３　機器等利用料収益 18,520,500 

４　会議室利用料収益 27,758 

５　技術支援収益 8,753,080 

　(1) 研修受講料収益 394,000 

　(2) 起業化支援室料収益 5,116,880 

　(3) 技術指導料収益 2,808,200 

　(4) 実践的人材育成受講料収益 434,000 

６　受託研究収益 4,407,733 

　(1) 国又は地方公共団体以外からの受託研究収益 4,407,733 

７　受託事業収益 10,391,459 

　(1) 国又は地方公共団体からの受託事業収益 10,391,459 

　　①　県からの受託事業収益 10,391,459 

８　共同研究収益 1,519,320 

　(1) 国又は地方公共団体以外からの共同研究収益 1,519,320 

９　知的財産実施料等収益 125,354 

10　補助金等収益 16,140,958 

　(1) 県運営費補助金収益 5,889,048 

　(2) 県運営費補助金以外の補助金等収益 10,251,910 

11　財務収益 4,207 

　(1) 預金利息 4,207 

12　雑益 4,410,017 

13　資産見返勘定戻入 72,516,866 

　(1) 資産見返物品受贈額戻入 814,344 

　(2) 資産見返運営費交付金戻入 16,603,317 

　(3) 資産見返補助金等戻入 53,518,738 

　(4) 資産見返寄附金戻入 492,434 

　(5) 特許権見返運営費交付金戻入 791,438 

　(6) 特許権仮勘定見返運営費交付金戻入 296,595 

経常利益　（ｃ＝ｂ－ａ） 83,742,747 

臨時損失　（ｄ） 16 

固定資産除却損 1 

その他臨時損失 15 

当期純利益　（ｅ＝ｃ－ｄ） 83,742,731 

当期総利益　（ｆ＝ｅ） 83,742,731 

損 益 計 算 書
（令和３年４月１日から令和４年３月３１日まで）

科　　　　　　　目
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当年度 前年度 増減

円 円 円 

Ⅰ　資産の部

　１　固定資産

　　(1) 有形固定資産  

　　　　　土地 835,000,000 835,000,000 0 

　　　　　建物 875,510,403 927,505,093 △ 51,994,690 

　　　　　建物附属設備 224,580,626 218,681,999 5,898,627 

　　　　　構築物 8,306,885 10,469,370 △ 2,162,485 

　　　　　機械装置 39,261,756 54,295,026 △ 15,033,270 

　　　　　車両運搬具 903,875 1,742,712 △ 838,837 

　　　　　工具器具備品 330,482,452 312,676,827 17,805,625 

　　　　　建設仮勘定 0 666,118 △ 666,118 

　　　　有形固定資産合計 2,314,045,997 2,361,037,145 △ 46,991,148 

　　(2) 無形固定資産    

　　　　　特許権 3,612,101 3,070,293 541,808 

　　　　　ソフトウエア 45,544,731 53,790,403 △ 8,245,672 

　　　　　電話加入権 7,500 7,500 0 

　　　　　特許権仮勘定 7,961,732 6,412,540 1,549,192 

　　　　無形固定資産合計 57,126,064 63,280,736 △ 6,154,672 

　　　　固定資産合計 2,371,172,061 2,424,317,881 △ 53,145,820 

　２　流動資産

　　(1) 現金及び預金 359,607,723 295,054,656 64,553,067 

　　(2) 未収入金 33,449,057 69,060,177 △ 35,611,120 

　　(3) 前払費用 1,743,535 1,221,531 522,004 

　　(4) 未収収益 1,456,504 1,062,537 393,967 

　　(5) その他流動資産 0 1,525 △ 1,525 

　　　　流動資産合計 396,256,819 366,400,426 29,856,393 

　　　　資産合計 2,767,428,880 2,790,718,307 △ 23,289,427 

Ⅱ　負債の部  

　１　固定負債    

　　(1) 資産見返負債

　　　　　資産見返運営費交付金 47,367,534 43,718,307 3,649,227 

　　　　　資産見返補助金等 214,328,771 222,427,593 △ 8,098,822 

　　　　　資産見返物品受贈額 86 814,424 △ 814,338 

　　　　　資産見返寄附金 2,178,917 2,121,351 57,566 
　　　　　建設仮勘定見返補助金等 0 666,118 △ 666,118 
　　　　　特許権仮勘定見返運営費交付金 7,961,732 6,412,540 1,549,192 

　　　　　特許権見返運営費交付金 3,612,101 3,070,293 541,808 

　　　　資産見返負債合計 275,449,141 279,230,626 △ 3,781,485 

　　(2) 前受受託研究費等 1,121,862 504,658 617,204 

　　(3) その他未払金 127,600 893,200 △ 765,600 

　　　　固定負債合計 276,698,603 280,628,484 △ 3,929,881 

　２　流動負債

　　(1) 寄附金債務 1,264,978 1,264,978 0 

　　(2) 未払金 94,597,605 119,368,751 △ 24,771,146 

　　(3) 未払費用 2,684,377 2,130,570 553,807 

　　(4) 未払消費税等 559,700 0 559,700 

　　(5) 預り金 2,620,696 2,512,682 108,014 

　　(6) 前受収益 1,747,500 124,500 1,623,000 

　　　　流動負債合計 103,474,856 125,401,481 △ 21,926,625 

　　　　負債合計 380,173,459 406,029,965 △ 25,856,506 

Ⅲ　純資産の部  

　１　資本金 3,254,729,320 3,254,729,320 0 

　２　資本剰余金  

　　(1) 資本剰余金 1,172,880,375 1,093,777,423 79,102,952 

　　(2) 損益外減価償却累計額 △ 2,383,567,703 △ 2,267,191,933 △ 116,375,770 

　　　　資本剰余金合計 △ 1,210,687,328 △ 1,173,414,510 △ 37,272,818 

　３　利益剰余金

　　(1) 目的積立金 259,470,698 218,248,569 41,222,129 

　　(2) 未処分利益 83,742,731 85,124,963 △ 1,382,232 

　　　　利益剰余金合計 343,213,429 303,373,532 39,839,897 

　　　　純資産合計 2,387,255,421 2,384,688,342 2,567,079 

　　　　負債純資産合計 2,767,428,880 2,790,718,307 △ 23,289,427 

科　　　　目

貸　借　対　照　表
（令和４年３月３１日現在）
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（単位：円）
 
Ⅰ　業務活動によるキャッシュ・フロー

1　 原材料、商品又はサービスの購入による支出 △ 104,026,880

　 2　 人件費支出 　 △ 421,512,238

　 3　 その他の業務支出 　 △ 190,125,109

　 4　 運営費交付金収入 　 781,707,000

　 5　 依頼試験・分析料収入 　 6,716,600

6　 機器等利用料収入 　 18,985,558

7　 会議室利用料収入 65,146

8　 受託研究収入 5,281,888

9　 受託事業収入 2,692,869

10　共同研究収入 3,028,101

11　その他業務収入 　 12,255,255

12　補助金等収入 　 137,900,953

13　未払消費税等の増減額 178,800

　 　　　　　　小　　計 　 253,147,943

14　利息及び配当金の受取額 　 4,207

     業務活動によるキャッシュ・フロー 253,152,150  

 
Ⅱ　投資活動によるキャッシュ・フロー

1　有形固定資産の取得による支出 △ 130,424,850

2　無形固定資産の取得による支出 △ 57,408,633

　　 投資活動によるキャッシュ・フロー 　 △ 187,833,483

　

Ⅲ　財務活動によるキャッシュ・フロー 　

1　リース債務の返済による支出 △ 765,600

　　財務活動によるキャッシュ・フロー △ 765,600

　 －
　 　

Ⅴ　資金増加額 64,553,067

　

　　 295,054,656

　 　
Ⅶ　資金期末残高 359,607,723

　

　 　 　
　 　

キャッシュ・フロー計算書
（令和３年４月１日から令和４年３月３１日まで）

Ⅳ　資金に係る換算差額

　

　

Ⅵ　資金期首残高　
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（単位：円）
 
Ⅰ　当期未処分利益  83,742,731

   
　 １　当期総利益 　 83,742,731  
　  　   
　  　  

Ⅱ　利益処分額 　   
    

  

　

　 　 　

83,742,731 83,742,731

利益の処分に関する書類

１　地方独立行政法人法第４０条第３項により
　　設立団体の長の承認を受けようとする額

　　　企業支援充実強化及び組織運営・施設
　　　整備改善目的積立金
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（単位：円）

Ⅰ　業務費用

　１　損益計算書上の費用

　 （１）業務費 495,360,652

（２）一般管理費 322,720,900

（３）臨時損失 16 818,081,568

　

　 　

　２　（控除）自己収入等

（１）試験・分析手数料収益 △ 6,786,700

（２）機器等利用料収益 △ 18,520,500

（３）会議室利用料収益 △ 27,758

（４）技術支援事業収益 △ 8,753,080

（５）受託研究収益 △ 4,407,733

（６）受託事業収益 △ 10,391,459 　

（７）共同研究収益 △ 1,519,320

（８）知的財産実施料等収益 △ 125,354

　 （９）財務収益 △ 4,207 　

　 （10）雑益 △ 4,410,017 　

（11）資産見返寄付金戻入 △ 492,434 △ 55,438,562

　

　　業務費用　　合計 　 762,643,006

　 　

Ⅱ　損益外減価償却相当額 　 116,375,770

　

Ⅲ　引当外退職給付増加見積額 　 29,624,944

　 　

Ⅳ　機会費用 　 　

　　　１　地方公共団体出資の機会費用 4,331,625 4,331,625

 

 912,975,345

　 　

　 　

　

　   

　  

　 　

　  

　  

　  

行政サービス実施コスト計算書
（令和３年４月１日から令和４年３月３１日まで）

　

Ⅴ　行政サービス実施コスト
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　　　注記事項

　　Ⅰ　重要な会計方針

　　　　１　運営費交付金収益の計上基準
　　退職一時金を除き、期間進行基準を採用しています。
　　退職一時金については、費用進行基準を採用しています。

　　　　２　減価償却の会計処理方法
（１）有形固定資産
　　　定額法を採用しています。
　　　耐用年数については、法人税法上の耐用年数を基準としていますが、主な資産の
　　耐用年数は以下のとおりとなっています。

　　　建物　　２～４３年
　　　建物附属設備　３～１５年
　　　構築物　　１０年
　　　機械装置　　１～１５年
　　　車両運搬具　４年
　　　工具器具備品　１～１５年

　　　なお、特定の償却資産（地方独立行政法人会計基準　第８７）の減価償却相当額に
　　ついては、損益外減価償却累計額として資本剰余金から控除しています。

（２）無形固定資産
　　　定額法を採用しています。
　　　耐用年数は、法人税法上の耐用年数を基準とし、主な資産の耐用年数は以下のとお
　　りとなっています。

　　　特許権　　　　　８年
　　　ソフトウエア　　５年

　　　　３　引当金の計上基準
　 （１）退職給付に係る引当金及び見積額の計上基準

　　　退職一時金については、運営費交付金により財源措置がなされるため、退職給付に
　　係る引当金は計上していません。
　　　なお、行政サービス実施コスト計算書における引当外退職給付増加見込額は、地方
　　独立行政法人会計基準第２４及び第８９－４に基づき計算された退職給付債務に係る
　　当該事業年度の増加額を計上しています。

　　　　４　行政サービス実施コスト計算書における機会費用の計上方法
（１）地方公共団体出資の機会費用の計算に使用した利率
　　　決算日における新発１０年利付国債の利回りを参考に0.210％で計算しています。

　　　　５　消費税等の会計処理
　　　　　　消費税及び地方消費税の会計処理は、税込方式によっています。

　　Ⅱ　貸借対照表に関する注記
　　　　１　運営費交付金から充当されるべき退職給付見積額

　　　

　　Ⅲ　キャッシュ・フロー計算書に関する注記
　　　　１　資金の期末残高の貸借対照表表示科目別の内訳

　　　現金及び預金　　　　　　　　　　　　　

　　　資金期末残高

434,379,552円

令和4年3月31日
359,607,723円

359,607,723円

（18）地方独立行政法人　鳥取県産業技術センター

-155-



　　　

　　Ⅳ　行政サービス実施コスト計算書に関する注記
　　　　 引当外退職給付増加見積額の中には、鳥取県からの派遣職員に係るものも含まれています。

　　Ⅴ　重要な債務負担行為
　　　　 記載する事項はありません。

　　Ⅵ　重要な後発事象
　　　　 記載する事項はありません。

　　Ⅶ　金融商品の時価等
　　　　１　金融商品の状況に関する事項
　　　　　　　資金運用については、短期的な預金に限定して行っています。

　　　　２　金融商品の時価等に関する事項
　　　　　　　期末日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりです。

（単位：円）

注１　負債に計上されているものは、（　）で示しています。
  ２　当該金融商品は短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、
　　当該帳簿価額によっています。

未払金 (94,597,605) (94,597,605) （－）

現金及び預金 359,607,723 359,607,723 －

未収入金 33,449,057 33,449,057 －

区分 貸借対照表計上額 時価 差額

（18）地方独立行政法人　鳥取県産業技術センター

-156-



１
　

固
定

資
産

の
取

得
及

び
処

分
並

び
に

減
価

償
却

費
（

「
第

８
７

　
特

定
の

償
却

資
産

の
減

価
に

係
る

会
計

処
理

」
に

よ
る

損
益

外
減

価
償

却
相

当
額

も
含

む
。

）
の

明
細

  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
(
単

位
：

円
)

 
(
単

位
：

円
)

当
期

償
却

額

建
物

1
,
6
0
4
,
3
7
1
,
6
2
0

0
0

1
,
6
0
4
,
3
7
1
,
6
2
0

7
2
8
,
8
6
1
,
2
1
7

5
1
,
9
9
4
,
6
9
0

8
7
5
,
5
1
0
,
4
0
3

建
物

附
属

設
備

1
,
3
7
8
,
2
0
0
,
9
4
4

3
5
,
2
0
0
,
1
1
8

0
1
,
4
1
3
,
4
0
1
,
0
6
2

1
,
1
8
8
,
8
2
0
,
4
3
6

2
9
,
3
0
1
,
4
9
1

2
2
4
,
5
8
0
,
6
2
6

工
具

器
具

備
品

5
2
1
,
5
7
2
,
2
0
0

5
7
,
8
0
5
,
0
0
0

0
5
7
9
,
3
7
7
,
2
0
0

4
6
5
,
8
8
6
,
0
5
0

3
5
,
0
7
9
,
5
8
9

1
1
3
,
4
9
1
,
1
5
0

計
3
,
5
0
4
,
1
4
4
,
7
6
4

9
3
,
0
0
5
,
1
1
8

0
3
,
5
9
7
,
1
4
9
,
8
8
2

2
,
3
8
3
,
5
6
7
,
7
0
3

1
1
6
,
3
7
5
,
7
7
0

1
,
2
1
3
,
5
8
2
,
1
7
9

構
築

物
2
4
,
3
4
6
,
7
3
5

0
0

2
4
,
3
4
6
,
7
3
5

1
6
,
0
3
9
,
8
5
0

2
,
1
6
2
,
4
8
5

8
,
3
0
6
,
8
8
5

機
械

装
置

4
8
2
,
7
8
4
,
5
3
9

0
0

4
8
2
,
7
8
4
,
5
3
9

4
4
3
,
5
2
2
,
7
8
3

1
5
,
0
3
3
,
2
7
0

3
9
,
2
6
1
,
7
5
6

工
具

器
具

備
品

1
,
2
3
0
,
2
1
5
,
9
5
9

4
9
,
8
9
2
,
5
9
0

6
5
8
,
0
0
0

1
,
2
7
9
,
4
5
0
,
5
4
9

1
,
0
6
2
,
4
5
9
,
2
4
7

5
4
,
8
1
2
,
3
7
5

2
1
6
,
9
9
1
,
3
0
2

車
両

運
搬

具
5
,
6
3
2
,
5
4
0

0
0

5
,
6
3
2
,
5
4
0

4
,
7
2
8
,
6
6
5

8
3
8
,
8
3
7

9
0
3
,
8
7
5

計
1
,
7
4
2
,
9
7
9
,
7
7
3

4
9
,
8
9
2
,
5
9
0

6
5
8
,
0
0
0

1
,
7
9
2
,
2
1
4
,
3
6
3

1
,
5
2
6
,
7
5
0
,
5
4
5

7
2
,
8
4
6
,
9
6
7

2
6
5
,
4
6
3
,
8
1
8

土
地

8
3
5
,
0
0
0
,
0
0
0

0
0

8
3
5
,
0
0
0
,
0
0
0

0
0

8
3
5
,
0
0
0
,
0
0
0

建
設

仮
勘

定
6
6
6
,
1
1
8

2
8
,
4
8
4
,
0
0
0

2
9
,
1
5
0
,
1
1
8

0
0

0
0

計
8
3
5
,
6
6
6
,
1
1
8

2
8
,
4
8
4
,
0
0
0

2
9
,
1
5
0
,
1
1
8

8
3
5
,
0
0
0
,
0
0
0

0
0

8
3
5
,
0
0
0
,
0
0
0

土
地

8
3
5
,
0
0
0
,
0
0
0

0
0

8
3
5
,
0
0
0
,
0
0
0

0
0

8
3
5
,
0
0
0
,
0
0
0

建
物

1
,
6
0
4
,
3
7
1
,
6
2
0

0
0

1
,
6
0
4
,
3
7
1
,
6
2
0

7
2
8
,
8
6
1
,
2
1
7

5
1
,
9
9
4
,
6
9
0

8
7
5
,
5
1
0
,
4
0
3

建
物

附
属

設
備

1
,
3
7
8
,
2
0
0
,
9
4
4

3
5
,
2
0
0
,
1
1
8

0
1
,
4
1
3
,
4
0
1
,
0
6
2

1
,
1
8
8
,
8
2
0
,
4
3
6

2
9
,
3
0
1
,
4
9
1

2
2
4
,
5
8
0
,
6
2
6

構
築

物
2
4
,
3
4
6
,
7
3
5

0
0

2
4
,
3
4
6
,
7
3
5

1
6
,
0
3
9
,
8
5
0

2
,
1
6
2
,
4
8
5

8
,
3
0
6
,
8
8
5

機
械

装
置

4
8
2
,
7
8
4
,
5
3
9

0
0

4
8
2
,
7
8
4
,
5
3
9

4
4
3
,
5
2
2
,
7
8
3

1
5
,
0
3
3
,
2
7
0

3
9
,
2
6
1
,
7
5
6

工
具

器
具

備
品

1
,
7
5
1
,
7
8
8
,
1
5
9

1
0
7
,
6
9
7
,
5
9
0

6
5
8
,
0
0
0

1
,
8
5
8
,
8
2
7
,
7
4
9

1
,
5
2
8
,
3
4
5
,
2
9
7

8
9
,
8
9
1
,
9
6
4

3
3
0
,
4
8
2
,
4
5
2

車
両

運
搬

具
5
,
6
3
2
,
5
4
0

0
0

5
,
6
3
2
,
5
4
0

4
,
7
2
8
,
6
6
5

8
3
8
,
8
3
7

9
0
3
,
8
7
5

建
設

仮
勘

定
6
6
6
,
1
1
8

2
8
,
4
8
4
,
0
0
0

2
9
,
1
5
0
,
1
1
8

0
0

0
0

計
6
,
0
8
2
,
7
9
0
,
6
5
5

1
7
1
,
3
8
1
,
7
0
8

2
9
,
8
0
8
,
1
1
8

6
,
2
2
4
,
3
6
4
,
2
4
5

3
,
9
1
0
,
3
1
8
,
2
4
8

1
8
9
,
2
2
2
,
7
3
7

2
,
3
1
4
,
0
4
5
,
9
9
7

特
許

権
1
0
,
8
7
7
,
1
6
4

1
,
3
3
3
,
2
4
6

0
1
2
,
2
1
0
,
4
1
0

8
,
5
9
8
,
3
0
9

7
9
1
,
4
3
8

3
,
6
1
2
,
1
0
1

ソ
フ

ト
ウ

エ
ア

7
0
,
2
2
4
,
6
6
8

4
,
1
8
0
,
0
0
0

0
7
4
,
4
0
4
,
6
6
8

2
8
,
8
5
9
,
9
3
7

1
2
,
4
5
2
,
6
7
2

4
5
,
5
4
4
,
7
3
1

電
話

加
入

権
7
,
5
0
0

0
0

7
,
5
0
0

0
0

7
,
5
0
0

特
許

権
仮

勘
定

6
,
4
1
2
,
5
4
0

3
,
2
3
4
,
1
1
3

1
,
6
8
4
,
9
2
1

7
,
9
6
1
,
7
3
2

0
0

7
,
9
6
1
,
7
3
2

計
8
7
,
5
2
1
,
8
7
2

8
,
7
4
7
,
3
5
9

1
,
6
8
4
,
9
2
1

9
4
,
5
8
4
,
3
1
0

3
7
,
4
5
8
,
2
4
6

1
3
,
2
4
4
,
1
1
0

5
7
,
1
2
6
,
0
6
4

6
,
1
7
0
,
3
1
2
,
5
2
7

1
8
0
,
1
2
9
,
0
6
7

3
1
,
4
9
3
,
0
3
9

6
,
3
1
8
,
9
4
8
,
5
5
5

3
,
9
4
7
,
7
7
6
,
4
9
4

2
0
2
,
4
6
6
,
8
4
7

2
,
3
7
1
,
1
7
2
,
0
6
1

当
期

増
加

額
当

期
減

少
額

期
末

残
高

固
定

資
産

合
計

資
産

の
種

類

　
有

形
固

定
資

産
（

特
定

償
却

資
産

）

　
非

償
却

資
産

　
有

形
固

定
資

産
（

特
定

償
却

資
産

以
外

）

差
引

期
末

残
高

減
価

償
却

累
計

額

　
有

形
固

定
資

産

期
首

残
高

　
無

形
固

定
資

産

（18）地方独立行政法人　鳥取県産業技術センター

-157-



２　資本金及び資本剰余金の明細
（単位：円）

期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高 摘要
3,254,729,320 0 0 3,254,729,320

3,254,729,320 0 0 3,254,729,320

7,500 0 0 7,500

502,368,955 35,200,118 0 537,569,073

9,294,386 0 0 9,294,386

22,002,103 0 0 22,002,103

560,104,479 43,902,834 0 604,007,313

1,093,777,423 79,102,952 0 1,172,880,375

△ 2,267,191,933 △ 116,375,770 0 △ 2,383,567,703

△ 1,173,414,510 △ 37,272,818 0 △ 1,210,687,328

３　積立金等の明細及び目的積立金の取崩しの明細
　　（１）　積立金の明細

（単位：円）
期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高 摘要

218,248,569 85,124,963 43,902,834 259,470,698 ※１

※１　当期増加額は設立団体の長の承認に基づき令和２年度事業に生じた利益の処分に伴って計上したものです。
　　　当期減少額は、中期計画に定める剰余金の使途に従って固定資産を取得したため目的積立金の取り崩しを
　　行ったことによるものです。

　　（２）　目的積立金の取崩しの明細
（単位：円）

金額

43,902,834

４　運営費交付金債務及び運営費交付金収益の明細
　　（１）　運営費交付金債務

（単位：円）

運営費交付金収益 資産見返運営費交付金 資本剰余金 小計
令和３年度 0 781,707,000 758,220,347 23,486,653 0 781,707,000 0

合計 0 781,707,000 758,220,347 23,486,653 0 781,707,000 0

　　（２）　運営費交付金収益
（単位：円）

区　　　分

資本金
地方公共団体出資金

計

資本剰余金

県からの譲与
県補助による特定資産取得

国補助による特定資産取得

運営費交付金
目的積立金取崩

小計
損益外減価償却累計額

差引計

区　　　分

企業支援充実強化及び組織運営・施
設整備改善目的積立金

区　　　分

合　計

摘要

企業支援充実強化及び組織運営・施
設整備改善目的積立金の取崩額

企業支援充実強化のための資産
の取得

交付年度 期首残高
当期振替額　交付金

当期交付額

758,220,347

0

期末残高

　業務等区分
期間進行基準（退職一時金以外）
費用進行基準（退職一時金）

758,220,347 758,220,347

令和３年度交付分 合計
758,220,347

0

（18）地方独立行政法人　鳥取県産業技術センター
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５　地方公共団体等からの財源措置の明細
（単位：円）

資本剰余金 収益
資産見返
負債等

未払金 計

運営費
補助金

県 0 40,423,048 34,534,000 5,889,048 0 0 40,423,048 0

機器 0 38,536,666 0 0 38,536,666 0 38,536,666 0

（公財）
鳥取県産業
振興機構

0 16,805,160 0 9,921,910 6,883,250 0 16,805,160 0

(公財)
天田財団

0 1,990,000 0 330,000 0 0 330,000 1,660,000

(国研)
科学技術
振興機構

0 4,253,892 0 3,179,192 1,074,700 0 4,253,892 0

（公財）
鳥取県産業
振興機構

0 500,000 0 500,000 0 0 500,000 0

事業 県 0 10,391,459 0 10,391,459 0 0 10,391,459 0

0 112,900,225 34,534,000 30,211,609 46,494,616 0 111,240,225 1,660,000

６　役員及び職員の給与の明細 （単位：円、人）

支給額 支給人員 支給額 支給人員
10,145,475 2.00 3,334,110 1.00

420,000 2.00 0 0.00

10,565,475 4.00 3,334,110 1.00

303,797,146 47.83 0 0.00

48,394,608 18.58 0 0.00

352,191,754 66.41 0 0.00

313,942,621 49.83 3,334,110 1.00

48,814,608 20.58 0 0.00

362,757,229 70.41 3,334,110 1.00

（注）１．役員に対する報酬等の基準及び職員に対する給与及び退職手当の支給基準の根拠
　　     次の諸規程に基づき支給。
　　　　(1)地方独立行政法人鳥取県産業技術センター役員給与規程
　　　　(2)地方独立行政法人鳥取県産業技術センター役員退職手当規程
　　　　(3)地方独立行政法人鳥取県産業技術センター職員給与規程
　　　　(4)地方独立行政法人鳥取県産業技術センター職員退職手当規程
　　　　(5)地方独立行政法人鳥取県産業技術センター任期付研究員の採用等に関する規則
　　　　(6)地方独立行政法人鳥取県産業技術センター非常勤職員就業規則
      ２．支給人員は、年間平均支給人員数を記載。
      ３．本表の支給合計額は給与、賞与、諸手当の合計額で、法定福利費を含まない。
　　　４．本表には、臨時職員及び人材派遣に係る人件費は含まない。

非常勤

研究

計

研究委
託
料

計
合計

職員
常　勤

計
役員

非常勤
計

常　勤
非常勤

当期振替額

報酬又は給与 退職給付
区    分

常　勤

期末
残高

区　分
期首
残高

補
助
金

当期
交付額

（公財）
ＪＫＡ
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８　上記以外の主な資産、負債、費用及び収益の明細
　　（１）　現金及び預金の明細 （単位：円）

　 （２）　資産見返受贈額の明細 （単位：円）
期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高

512,868 0 512,854 14

301,556 6 301,490 72

814,424 6 814,344 86

　　（３）　未収入金の明細 （単位：円）

　　（４）　未払金の明細 （単位：円）

摘要
鳥取県

現金 574,330

工具器具備品

合計

31,637,511

4,245,093

摘要

合計

区分

359,607,723

普通預金 359,033,393

区分 残高

合計 94,597,605

その他 1,811,546

合計 33,449,057

株式会社鳥取県情報センター

その他

株式会社コートク
中国電力株式会社

34,853,932

機械装置

相手方 残高

相手方

8,448,000

曽我工業株式会社 3,952,300

鳥取ビルコン株式会社

8,255,841

6,000,654

残高 摘要

公益財団法人鳥取県保健事業団 3,632,486

鳥取科学器械株式会社 21,501,419

株式会社ニッセイコム

3,707,880
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令和４年度事業計画 

第１ 基本的な考え方 

地方独立行政法人鳥取県産業技術センター（以下「センター」という。）は、平成３１

年４月１日に第４期中期計画をスタートさせ、センターの基本業務である技術支援、研究

開発、人材育成等により、本県中小企業が抱える課題解決のための支援を実施するととも

に、中期計画で掲げた「生産性向上を目指したＡＩ・ＩｏＴ・ロボット技術分野」、「次

世代自動車分野」、「豊富な水産資源を活用した高付加価値食品分野」の重点分野に関す

る様々なセンター活動を実施している。 

令和４年度は、第４期中期計画の集大成となることから、これまでに取り組んできた生

産性向上のための高度な企業人材の育成や企業課題を解決するための研究開発などを成果

に結びつけ、県内産業の活性化に繋げていくことを目指す。 

また、引き続き、次に掲げた８つの重要業績評価指標（以下「ＫＰＩ」という。）を設

定し、第４期全体の業務の進捗も確認しながら、センター活動を推進する。 

長引く新型コロナウイルス感染症の状況を、令和４年度においても注視しながら、オン

ライン会議の活用や、十分な感染防止策を講じて各種活動を実践し、県内企業への技術支

援のレベルを維持、充実させていく。 

第２ 県民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上 

１ 県内企業の製造技術・品質向上、新技術開発への技術支援 

県内製造業の解決すべき技術的課題に対して、センターは、専門分野の研究員による技

術相談、機器利用、依頼試験等により対応し、早期かつ確実な解決に向けた技術支援を実

施して、企業活動の活性化に貢献する。 

【ＫＰＩ①】 企業訪問件数：６００社 

【ＫＰＩ②】 センター利用企業の満足度：満足度８０％以上 

(1) 技術的課題解決のための技術相談 

県内企業等からの技術相談に様々な場面（来所対応、企業訪問等）で適切に対応し、

最新技術情報の提供、機器利用・依頼試験・人材育成などのセンターが実施する支援メ

ニューの提案、関係機関の紹介などを行い、企業の技術課題の解決を図る。 

引き続き、来所対応や企業訪問において、新型コロナウイルス感染症の状況に応じて

必要な対策を講じる。 

◎来所、電話、メール等による技術相談対応 

◎企業訪問調査の実施 

(2) 製品の品質安定化・性能評価、新技術開発のための県内企業への機器利用、依頼試験・

分析 

センターが保有する機器等を用いて、“県内企業が抱える課題の解決”、“製品・部
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品の品質確保のための評価・改善技術の蓄積”等を支援し、県内製造業の技術的優位性

を高めていく。 

◎機器利用、依頼試験・分析の実施 

◎計画的な機器整備 

◎利用促進等（導入機器の活用方法や操作方法の説明会実施、県内小規模事業者の機

器使用料及び依頼試験手数料の減免） 

(3) 新事業の創出、新分野進出のための支援 

新規事業に取り組もうとする県内企業等がセンター内で活動できる場を各施設内に設

置し、事業の実現に向けた技術開発をオンサイトで支援する。 

また、第４期重点分野をはじめ各専門分野の最新技術動向やセンター研究成果等を技術

講習会や研究会活動などにより提供し、センター技術等の企業への導入を促進する。 

さらに、企業ステージのワンランクアップへの取組みを推進するために、センターの技

術支援に加えて、関連機関との効果的な連携により、技術開発からビジネス移行までの総

合的な支援を進めていく。 

◎ＡＩ・ＩｏＴ・ロボット導入実証支援プロジェクト（技術者育成を目指したロボット

エンジニア育成研修、ロボット実装化支援のための専門家派遣による工程改善指導に

加え、その上位課程としてユーザー企業の課題検証や改善方法の提案が出来る人材育

成の実施など） 

◎次世代自動車関連機関研究会事業（第４期中期計画重点分野「次世代自動車」の総ま

とめとして、“軽量化・低コスト化・電動化”に寄与する先進技術やセンター技術シ

ーズの現場実装の実現を目指して、現地訪問を交えたゼミナール、共同実験などを行

うワークショップセミナーの開催など） 

◎鳥取県水産加工技術研究会事業（第４期中期計画の最終年度として、推進項目である

「冷凍、保管、解凍」「ファストフィッシュ」「カニ自動選別」の実用化、技術移転

を目指した取組を行うと同時に、先進技術等に関する情報収集・発信及び水産加工業

の今後について考える先進技術に関するセミナー開催など） 

(4) 生産性向上のためのＡＩ・ＩｏＴ・ロボット等先端技術の実装支援  

第４期中期計画でセンター最重点分野として位置づけた「ＡＩ・ＩｏＴ・ロボット等

先端技術分野」について、引き続き、「とっとりロボットハブ」を活用するなど、以下

の取組を実施し、製造工程の自動化など、県内企業の生産性向上を支援する。 

◎生産性向上や人手不足解消を実現する“ＡＩ・ＩｏＴ・ロボット技術を用いたスマ

ート工場化”に向けて、県内企業の事前検証を「とっとりロボットハブ」等を活用

して支援する。さらに、技術相談や機器利用、企業訪問等により該当企業の発掘や

その課題抽出を行い、該当企業とともにその解決に取り組む。 
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◎県内企業のロボット技術等の積極的な導入・活用を促進するために、企業のＡＩ・

ＩｏＴ・ロボットエンジニア（中級・上級者）の養成を目的として、各専門技術や

関連技術に関する人材育成を行う。 

◎様々な産業分野の“生産性向上につながる製造工程へのＡＩ・ＩｏＴ・ロボット導

入”を目指す研究開発を行う。 

(5) グローバル需要獲得のための支援  

海外市場展開や国際規格認証取得を目指す県内企業等への支援を、関係機関と連携し

て行う。ただし、海外展開支援については、新型コロナウイルス感染症による影響を注

視しながら、企業の要望に応じて最適な手段を講じる。 

また、県内食品製造業者における食品の安全・安心の意識向上を図るため、県からの

受託事業によりセンター内に相談窓口を設置し、事業者からの相談対応や専門機関への

ナビゲート等を行うとともに、食品安全規格等の研修会を実施する。 

２ 鳥取県の経済・産業の発展に資する研究開発 

【ＫＰＩ③】 技術移転件数：１５件 

【ＫＰＩ④】 知的財産権の活用 出願件数：１０件 

【ＫＰＩ⑤】 研究開発プロジェクト件数：３０テーマ程度 

（うち独自技術確立件数１２件） 

(1) 企業の収益力向上を目指す実用化研究（短期的視点での研究）及び未来の経済・産業

発展に貢献する基盤的研究（中長期的視点での研究） 

企業の抱える課題をテーマとした技術開発・課題解決や本県産業の活性化に資する新

規開発による独自技術の確立を図るため、第４期中期計画に定めた研究区分（トップダ

ウン研究、企業との連携研究、センター独自研究）により研究を実施する。 

なお、年度途中であっても必要に応じて新たに研究テーマを設定・実施するほか、実

施途中の研究の見直し等についても柔軟に行い、常に県内産業界の動向を注視しながら

適切な技術開発に取り組む。 

 (2) 知的財産権の積極的な取得と成果の普及 

センターで実施した研究開発等の活動により得た新たな知見や技術については、積極

的に知的財産権の取得を行い、県内企業への技術移転を目指す。 

なお、職員から届けのあった発明については、センター知的財産委員会においてその

妥当性を十分に検討のうえ、出願、審査請求、更新等の手続きを行う。 

また、センターが保有する発明については、日頃の技術支援活動をはじめ、ホームペ

ージ、技術ニュース、センター主催の研究発表会やイベント等の多様な手段により情報

発信を行い、企業等への技術移転を推進する。 

３ 鳥取県で活躍する産業人材の育成 
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【ＫＰＩ⑥】 人材育成メニューの充実 

参画企業：２００社、参加者数：４００人、育成者数：６５人 

県内企業の課題解決のための技術力や次世代の新たな技術課題への対応力の向上を目指

して各種事業を行い、本県成長分野や地域産業における技術力のある高度産業人材の育成

を推進する。 

◎第４期重点分野（生産性向上を目指したＡＩ・ＩｏＴ・ロボット技術分野、次世代自

動車分野、豊富な水産資源を活用した高付加価値食品分野） 

◎基盤的産業分野（分析技術能力強化事業、食品開発・品質技術人材育成事業） 

◎地域産業分野（鳥取伝統和紙高度利用促進支援事業、清酒製造技術支援事業） 

◎ものづくり人材育成塾（県内企業等の製品開発力・品質管理技術等の向上を目的に、

参加企業が自らの課題を持ち込み、その課題解決にセンター職員と取り組むオーダー

メイド型研修） 

４ 県内外機関との連携支援体制の構築 

【ＫＰＩ⑦】 県内外機関との連携支援プロジェクト件数：１２件 

関係機関との情報交換や連絡調整などを行い、業務の効率化、有効性の向上に努めると

ともに、県内企業への支援を行うなかで、センター単独より関係機関と連携して実施する

ことが有効と思われる案件については、積極的に専門機関と共同で各種事業を実施する。 

５ 積極的な情報発信、広報活動 

センターの研究成果や技術的知見、各分野の最新技術情報等について、以下の方法によ

り情報発信し、広く県内企業へ周知することでセンターの活用や各種事業への参加を促す。 

◎センター研究成果発表会 

◎センター主催のセミナー、講習会 

◎センターホームページ及び技術情報誌、マスコミ等 

◎県等他機関が主催する関連イベント等 

第３ 業務運営の改善及び効率化 

１ 機動性の高い業務運営 

令和４年度においても適切な組織体制・職員配置により中期計画を着実に推進する。特

に、第４期中期計画の最終年度でもあり、設定したＫＰＩによりセンター活動の進捗を随

時確認し、改善を繰り返しながら、機動性の高いセンター運営を行う。 

また、長引く新型コロナウイルス感染症による影響にも対応しつつ、センター活動が中

期計画で掲げた目標に向かって進展するための組織運営、事業推進を行う。 

◎社会情勢や企業ニーズの変化等に迅速・的確に対応できる柔軟な組織体制の構築 

◎将来を見据えた計画的な職員採用と、業務状況に対応した柔軟な職員配置 

◎重点分野に関する所間連携プロジェクトの運用 
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◎幹部会やグループウェアの活用等による役職員間の確実な情報伝達と共有 

◎本計画で設定するＫＰＩによる業務進捗管理及び業務改善 

さらに、令和４年度は第５期中期計画（令和５年度～８年度）の策定を行うため、 

センター内での推進体制を整え、鳥取県の産業未来創造の一役を担うセンター活動を 

設定した運営構想を構築していく。 

そのためには、引き続き、「産業技術センターエグゼクティブアドバイザー事業」等

により各分野の専門家を招聘して、企業への技術支援・人材育成、研究開発業務などあ

らゆる研究所活動を点検、意見交換しながら推進する。 

２ 職員の意欲向上と能力開発 

第４期中期計画期間の重要目標達成指標（ＫＧＩ）として位置づけた「技術移転」をセ

ンター職員が強く意識して活動し、コーディネート型人材・プロデュース型人材としての

能力を身につけていくようにＯＪＴ、専門技術研修等により職員の人材育成を推進する。 

◎技術相談対応、企業人材の育成、他機関との連携等でのＯＪＴ 

◎課題別・専門分野別の研修への参加 

◎県等の専門審査会への委員就任 

そのほか、分野別・目的別に、センター職員研修を必要に応じて実施する。 

◎センター職員の意識向上のための職員研修 

◎食品の技術開発から市場獲得までの、総合的視点による支援を目指した職員研修  

また、客観性・透明性の高い職員評価の実施により、職員の能力と実績に基づく人事管 

理を行う。 

第４ 財務内容の改善 

１ 予算の効率的運用 

効率的かつ効果的なセンター業務運営の実現のため、以下の取組により、提供サービス

の水準を維持・向上させながら、予算の効率的運用、事務処理の効率化を図る。 

◎スクラップ・アンド・ビルドなど、事業の見直しと重点化による予算編成を行うとと

もに、複数年契約や外部委託の活用等による経費抑制など、効率的な予算執行を徹底

する。 

◎センター独自の情報ネットワークシステムを適切に運用するとともに、財務会計シス

テム、人事給与システム等により事務の効率化を進める。 

２ 自己収入の確保 

【ＫＰＩ⑧】 外部資金の新規獲得件数：９件 

低金利等の外部環境を考慮し、経営基盤の確立のため、以下の取組により、継続して自

己収入の確保を進める。 

◎センターが保有する施設、機器設備の利用拡大のため、企業ニーズに合った機器開放
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及び依頼試験メニューの設定と情報発信、関係機関との連携や情報提供を行う。 

◎外部資金の獲得のため、国、県等の関連事業への積極的な提案や企業等との共同研究、

受託研究に取り組む。 

◎センター研究成果等の普及のため、企業への技術移転を推進し、保有する知的財産権

の実施許諾件数の増加に努める。 

３ 提供サービス向上に向けた剰余金の有効活用（剰余金の使途） 

将来にわたる質の高い研究開発・技術支援機能の維持・向上のため、以下の取組により、

剰余金（目的積立金）の計画的かつ有効な活用を図る。 

◎更新が遅れている試験研究機器について、企業ニーズの変化や技術の進展等を踏まえ

て、剰余金を充当し、中長期的な整備計画に基づく計画的な整備・更新等を行う。 

◎必要に応じて、施設・設備の計画的な改修・修繕、研究開発の推進、職員の育成等へ

の剰余金の活用を検討する。 

第５ その他業務運営 

１ 内部統制システムの構築と適切な運用 

(1) 法人運営における内部統制の強化 

中期目標等に基づき法令等を遵守しつつ業務を行い、法人のミッションを有効かつ効

率的に果たすため、以下の取組により、地方独立行政法人法に規定された内部統制の推

進を図る。 

◎理事長のリーダーシップのもと、「内部統制推進本部」を中心とした推進体制によ

り、必要な取組の推進、ＰＤＣＡサイクルによる適正な運用・取組の強化を行う。 

◎「リスク管理委員会」を中心に、センターの業務遂行の障害となる様々なリスクの

評価と対応を行い、適切なリスク管理と危機対策を行う。 

(2) 法令遵守及び社会貢献 

職務執行に関する中立性・公平性、公的機関としての信頼性を確保するため、以下の

取組により、職員及び組織のコンプライアンスの確立と徹底、社会貢献活動の推進を図

る。 

◎地方公務員法をはじめとする関係法令の遵守、コンプライアンス確保の取組を強化

する。 

◎会計業務、その他業務運営に係る事業の内部監査を行い、法令等に基づき適正かつ

効率的に行われているか検証し、必要な改善を図る。 

◎研究活動の不正行為、研究費の不正使用等が起こらない組織体制整備等の環境づく

りのため、「研究活動の不正行為への対応に関する規程」等に基づく職員研修等を

継続的に実施する。 

◎次世代を担う子どもたちの産業科学やものづくりについての関心を高めるため、「子
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どものための科学教室」の開催などの社会貢献活動を行う。ただし、新型コロナウ

イルス感染症の状況を考慮して実施の可否を適切に判断する。 

◎障がい者を職員として継続雇用し、法定雇用率を達成するとともに、豊富な知識・

経験を有する退職者の再任用や再雇用等も必要に応じて行う。 

(3) 情報セキュリティ管理と情報公開の徹底 

個人情報や企業情報等の適切な管理と漏洩防止、法人運営に係る説明責任と透明性確

保のため、情報セキュリティ対策と情報公開の徹底を図る。 

◎情報セキュリティ管理のため、鳥取県産業技術センター情報セキュリティポリシー

に基づいて、情報へのアクセス管理及び情報の漏洩、破壊や改ざん防止対策の強化

を図り、パソコン等情報機器の適切使用、計画的更新やソフトウェアの適切な保守

管理により、不正アクセスやウイルス等に対するセキュリティ対策を行う。 

◎個人情報や職務上知り得た事項の守秘義務及び情報システムや電子媒体等を通した

情報管理と漏洩防止について職員に徹底するため、コンプライアンス研修等を行う。 

◎関係法令等に基づき、諸規程、事業計画、業務実績、財務諸表等の法人情報のホー

ムページ等での適時・適切な公開を行う。 

(4) 労働安全衛生管理の徹底 

安全で快適な職場環境の確保、職員の心身両面での健康保持増進のため、センター安

全衛生委員会を中心に、関係法令の遵守、労働安全衛生管理の徹底を図る。 

◎産業医及び保健師による職場巡視、全所的な５Ｓ運動の展開等により、職場環境の

継続的な点検・改善の取組を実施する。 

◎労働安全衛生法に基づき、各研究所における作業環境測定、化学物質のリスクアセ

スメント等を適正に実施し、必要な改善措置、リスク低減対策を講じる。 

◎保健師による心と体の健康相談の開催や職員ストレスチェックの実施、職場におけ

るハラスメント防止対策の強化等により、職員のメンタルヘルスケア、働きやすい

職場環境づくりを進める。 

２ 環境負荷の低減と環境保全の促進 

環境負荷を低減するため、省エネルギーやリサイクルの促進に引き続き努めるとともに、

環境保全の促進について意識定着を図るため、職員研修等を行い、中期計画に掲げた環境

管理システムの運用を図る。 

３ 災害等緊急事態への対応 

災害・事故等発生時における適切な初動対応と、迅速な復旧及び業務再開を確保するた

め、緊急事態への対応に係る計画等の整備と適切な運用を図る。 

◎地震、風水害等の災害や事故等の緊急事態の発生を想定したＢＣＰ（事業継続計画）

及び緊急時対応マニュアル等の防災業務計画を適切に運用する。 
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◎上記計画等に基づき、定期的に訓練等を実施するとともに、必要な資機材の整備や情

報連絡手段の確保等の検討を進め、計画の実効性を高める。 

◎新型コロナウイルス感染症について、職場内の感染防止対策の徹底など、県内外の感

染状況等に応じて適時・適切に対応する。 

第６ その他 

１ 施設及び設備に関する計画 

将来にわたるセンターの研究開発・技術支援機能の維持・向上のため、施設・設備の安

全性の確保、利用者の利便性の向上を図る。 

◎老朽化が進む建物・付属設備の劣化状況等の調査結果等を踏まえ、中長期的な施設修

繕計画に基づき、県補助金等も活用して、施設・設備の計画的な改修・修繕等を行う。 

◎更新が遅れている試験研究機器について、企業ニーズの変化や技術の進展等を踏まえ、

目的積立金も活用して、中長期的な機器整備計画に基づく計画的な整備・更新等を行う。 

２ 人事に関する計画 

多様な企業ニーズや技術課題に的確に対応し、質の高い研究開発、技術支援を行うため、

専門性の高い人材の確保、効率的・効果的な職員配置を図る。 

◎機動性の高い組織体制の構築と併せ、重点分野や業務状況等に対応した適切かつ柔軟

な人員配置を行う。 

◎退職者の活用等を含め、豊富な知識・経験を有する職員、技術スタッフを任用する。 
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予算額 前年度予算額 増　減 備　考

千円 千円 千円 

Ⅰ　事業収入 32,403 37,428 △ 5,025 

　１　基本財産運用収入機器利用料収入 21,677 22,961 △ 1,284 

　２　基本財産運用収入施設利用料収入 4,043 3,530 513 

　３　依頼試験手数料収入依頼試験手数料収入 5,231 8,846 △ 3,615 

　４　依頼試験手数料収入研修会・講習会等負担 883 1,519 △ 636 

金収入

　５　その他事業収入 569 572 △3 

　  (1) 知的財産実施料収入 120 113 7 

　  (2) その他事業収入 449 459 △ 10 

収

57,247 92,900 △ 35,653 

　１　競争的資金研究収入 12,331 21,822 △ 9,491 

　２　受託研究・共同研究収 1,502 2,291 △ 789 

　　　入

　  (1) 県からの収入 0 0 0 

　  (2) その他からの収入 1,502 2,291 △ 789 

　３　受託事業収入 23,024 20,469 2,555 

　  (1) 県からの収入 23,024 20,469 2,555 

　  (2) その他からの収入 0 0 0 

　４　補助金等収入 20,390 48,318 △ 27,928 

Ⅲ　県運営費交付金等収入 834,340 838,978 △ 4,638 

入 　１　運営費交付金収入 819,977 781,707 38,270 

　２　運営費補助金収入 14,363 57,271 △ 42,908 

333 666 △ 333 

3,267 3,604 △ 337 

　１　財産貸付料 2,146 2,317 △ 171 

　２　その他事業外収入 1,121 1,287 △ 166 

354,935 301,757 53,178 

当期収入合計(A) 1,282,525 1,275,333 7,192 

前期繰越収支差額 0 0 0 

収入合計(B) 1,282,525 1,275,333 7,192 

収　支　予　算　書

（令和４年４月１日から令和５年３月３１日まで）

Ⅱ　外部資金収入

科　　　目

Ⅴ　事業外収入

Ⅵ　目的積立金取崩収入

Ⅳ　寄付金収入
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予算額 前年度予算額 増　減 備　考

千円 千円 千円 

Ⅰ　管理費支出 737,810 737,204 606 

　１　職員給与費 459,172 420,902 38,270 

　２　一般管理費 249,982 272,405 △ 22,423 

　３　情報ネットワーク運用 20,143 35,203 △ 15,060 

　　　管理費

　４　労働安全衛生費 8,333 8,514 △ 181 

　５　環境管理システム費 180 180 0 

283,684 314,418 △ 30,734 

　１　プロジェクト研究事業費 10,000 7,944 2,056 

支 　２　研究開発事業費 16,950 13,577 3,373 

　３　外部資金研究事業費 21,494 29,730 △ 8,236 

　４　産業・企業人材育成事 22,167 20,696 1,471 

　　　業費

　５　機器利用・依頼試験事 89,756 90,548 △ 792 

　　　業費

　６　企業支援活動事業費 17,470 20,776 △ 3,306 

　７　試験研究機器整備事業 80,000 109,217 △ 29,217 

　　　費

　８　研究企画・管理運営事 25,847 21,930 3,917 

　　　業費

出 Ⅲ　予備費支出 261,031 223,711 37,320 

当期支出合計(C) 1,282,525 1,275,333 7,192 

0 0 0 

0 0 0 

（注）借入金限度額　325,000千円

科　　　目

Ⅱ　事業費支出

　次期繰越収支差額(B)-(C)

　当期収支差額(A)-(C)
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